
勝山市税条例が改正されました 
　
地
方
税
法
等
の
改
正
に
よ
り
、
勝
山
市
税

条
例
が
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
お
も
な
内
容
は

次
の
と
お
り
で
す
。 

①
　
６５
歳
以
上
の
方
に
係
る
非
課
税
措
置
が

廃
止
さ
れ
ま
す
。 

　
年
齢
６５
歳
以
上
の
か
た
で
、
収
入
が
公
的

年
金
等
の
み
で
1
4
8
万
円
〜
2
6
5
万
円

の
か
た
は
、
新
た
に
課
税
対
象
と
な
り
ま
す

が
、
1
4
8
万
円
以
下
の
か
た
は
、
こ
れ
ま

で
ど
お
り
非
課
税
で
す
。 

　
な
お
、
緩
和
措
置
と
し
て
平
成
１７
年
１
月

１
日
の
時
点
で
年
齢
６５
歳
以
上
で
、
新
た
に

課
税
さ
れ
る
か
た
に
つ
い
て
は
、
次
の
よ
う

な
経
過
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い
ま
す
。 

②
　
給
与
支
払
報
告
書
の
提
出
義
務
範
囲
が

拡
大
さ
れ
ま
す
。 

　
特
別
徴
収
義
務
の
あ
る
給
与
支
払
者
は
、

給
与
の
支
払
を
受
け
て
い
る
者
が
退
職
し
た

場
合
は
、
退
職
し
た
日
の
属
す
る
年
の
翌
年

１
月
３１
日
ま
で
に
、
給
与
支
払
報
告
書
を
退

職
時
の
市
町
村
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら

な
く
な
り
ま
す
。 

③
　
特
定
管
理
株
式
の
価
値
を
失
っ
た
場
合

の
株
式
等
の
譲
渡
所
得
等
に
係
る
課
税
の

特
例
措
置
が
創
設
さ
れ
ま
す
。 

　
特
定
口
座
で
管
理
さ
れ
て
い
た
株
式
に
つ

い
て
、
発
行
会
社
の
清
算
結
了
等
に
よ
り
無

価
値
化
に
よ
る
損
失
が
生
じ
た
場
合
に
は
、

こ
れ
を
株
式
等
の
譲
渡
損
失
と
み
な
す
特
例

措
置
が
創
設
さ
れ
ま
す
。 

　
　
平
成
１７
年
4
月
１
日
以
後
　
適
用
可
能 

住
民
税 

1

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税 

2

特
別
土
地
保
有
税 

3

平成18年度 

平成19年度 

平成20年度～ 

税額の3分の2を控除 

税額の3分の1を控除 

全額課税 

所　　得　　割 

1,300円 

1,600円 

4,000円 

均　等　割 

《参考》　 
地方税法の改正により個人市県民税の定率減税が 
縮減されます。 

区　分 

所 得 税 

個人市 
　県民税 

平成18年度から 

平成18年 
　1月から 

現行：税額の15％を控除 
　　　　 4万円を限度 
改正：税額の7.5％を控除 
　　　　 2万円を限度 
現行：税額の20％を控除 
　 　　　 25万円を限度 

小規模 
住宅用地 

一般 
住宅用地 

２００㎡以下の部分 

住宅用地の軽減特例 

２００㎡を超える部分 
（家屋の床面積の１０倍まで） 

改正：税額の10％を控除 
　　　　 12.5万円を限度 

改　正　内　容 適　用 

区　分 
固定資産税 

課税標準額 

価格×1/6 

価格×1/3

価格×1/3 

価格×2/3

都市計画税 

課税標準額 
土地利用の状況と面積区分 

住
宅
用
地 

住
宅
の
敷
地 

 
　
税
務
課
 

・
市
民
税
グ
ル
ー
プ
（
�
内
線
2
4
3
）
 

・
固
定
資
産
税
グ
ル
ー
プ
（
�
内
線
2
4
5
）
 

（県民税300円含む） 

（県民税600円含む） 

（県民税1,000円含む） 
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①
　
被
災
住
宅
用
地
の
軽
減
特
例
が
拡
充
さ

れ
ま
す
。

震
災
等
に
よ
り
、
土
地
が
住
宅
用
地
と
し

て
使
用
で
き
な
い
状
態
に
な
っ
た
場
合
、
2

年
間
は
住
宅
用
地
と
し
て
課
税
標
準
額
の
軽

減
特
例
措
置
（
平

成
１３
年
に
創
設
）

を
適
用
す
る
こ
と

と
さ
れ
て
い
ま
す

が
、
今
回
の
改
正

に
よ
り
避
難
指
示

期
間
が
災
害
発
生

年
の
翌
年
以
降
に

お
よ
ん
だ
場
合
、

避
難
指
示
解
除
後

3
年
間
ま
で
課
税

標
準
額
の
特
例
措

置
（
軽
減
）
が
適

用
可
能
と
な
り
ま

す
。

②
　
課
税
標
準
の
特
例
措
置
の
創
設
お
よ
び

整
理
・
合
理
化
が
な
さ
れ
ま
す
。

固
定
資
産
税
・
都
市
計
画
税
の
課
税
標
準

の
特
例
措
置
の
創
設
と
整
理
・
合
理
化
が
な

さ
れ
ま
す
。
主
な
も
の
は
次
の
と
お
り
で
す
。

（
1
）
登
録
有
形
文
化
財
等
の
家
屋
お
よ
び

重
要
文
化
的
景
観
等
の
家
屋
・
敷
地
に
係

る
特
例
措
置
の
創
設
（
１
／
2
）

（
2
）
Ｐ
Ｆ
Ｉ（
民
間
資
金
等
の
活
用
）事
業

用
資
産
に
係
る
特
例
措
置
の
創
設
（
１
／
2
）

（
3
）
浸
水
想
定
区
域
内
の
地
下
街
等
に
お

け
る
避
難
対
策
設
備
に
係
る
特
例
措
置
の

創
設
（
設
備
取
得
後
5
年
間
１
／
2
）

（
4
）
緑
化
施
設
に
係
る
特
例
措
置
の
拡
充

（
5
）
そ
の
他
、
非
課
税
措
置
、
課
税
標
準

の
特
例
措
置
の
整
理
・
合
理
化

特
別
土
地
保
有
税
の
徴
収
猶
予
制
度
に
つ

い
て
、
土
地
の
有
効
利
用
を
促
進
す
る
た
め
、

徴
収
猶
予
の
早
期
処
理
が
可
能
と
な
る
よ
う

見
直
し
を
行
い
ま
す
。

（
1
）
徴
収
猶
予
期
間
の
制
限

非
課
税
土
地
と
特
例
譲
渡
等
に
つ
い
て

は
、
徴
収
猶
予
の
延
長
期
間
に
制
限
が
あ

り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
現
行
の
徴
収
猶
予

期
間
の
終
期
の
到
来
後
は
、
期
間
延
長
を

１０
年
間
に
制
限
し
ま
す
。

（
2
）
免
除
要
件
の
見
直
し

特
例
譲
渡
と
し
て
徴
収
猶
予
さ
れ
て
い

る
土
地
で
、
納
税
義
務
を
免
除
す
る
時
期

を
譲
渡
時
か
ら
譲
渡
の
公
募
を
し
た
時
点

に
見
直
し
さ
れ
ま
す
。

(

３)

免
除
要
件
の
見
直
し

土
地
の
有
効
利
用
計
画
の
変
更
は
、
現

在
１
回
に
制
限
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
2
回

ま
で
可
能
に
な
り
ま
す
。

な
お
、
特
別
土
地
保
有
税
は
、
平
成
１５
年

度
以
降
、
当
分
の
間
、
課
税
停
止
さ
れ
て
い

ま
す
。

議
会
報
告 

6月定例市議会 6月定例市議会 

福
祉
基
金
に
 

　
　
1
0
0
万
円
寄
付
 

　
元
市
職
員
の
原
　
直
文
さ
ん（
７５
）＝
荒
土

町
新
道
＝
か
ら
、
勝
山
市
福
祉
基
金
と
し
て
、

1
0
0
万
円
の
寄
付
が
あ
り
ま
し
た
。 

　
寄
付
の
た
め
市
役
所
を
訪
れ
た
原
　
さ
ん

は
、「
市
職
員
と
し
て
三
十
数
年
勤
め
た
お

か
げ
で
現
在

の
私
が
あ
る
。

７５
歳
の
誕
生

日
を
き
っ
か

け
に
、
諸
先

輩
や
勝
山
市

に
恩
返
し
を

し
た
い
」
と

の
こ
と
で
し

た
。 

原
　
直
文
さ
ん
（
荒
土
町
新
道
） 

福祉基金へ寄付をされた原　氏に 
感謝状を贈呈する山岸市長 
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す
。

・
特
別
職
人
件
費
　
△
１
2
8
6
万
2
千
円

・
ま
ち
づ
く
り
関
係
事
業
費
　
3
5
0
万
円

・
財
政
調
整
基
金
積
立
金3

3
7
8
万
9
千
円

・
教
育
会
館
施
設
整
備
事
業
費

1
9
0
万
6
千
円

・
新
規
就
農
者
支
援
事
業
費
　
2
2
5
万
円

・
幼
児
教
育
支
援
事
業
費
　
　
8
１
0
万
円

・
小
学
校
施
設
営
繕
工
事
費
　
5
4
0
万
円

・
中
学
校
施
設
営
繕
工
事
費
　
１
6
0
万
円

・
自
然
体
験
推
進
事
業
費
　
　
１
0
0
万
円

・
平
成
１６
年
度
勝
山
市
一
般
会
計
補
正
予
算

（
第
6
号
）
に
関
す
る
専
決
処
分
の
承
認

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
平
成
１６
年
度
勝
山
市
国
民
健
康
保
険
特
別

会
計
補
正
予
算
（
第
4
号
）
に
関
す
る
専

決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
福
井
県
市
町
村
職
員
退
職
手
当
組
合
規
約

の
変
更
に
つ
い
て

・
福
井
県
市
町
村
非
常
勤
職
員
公
務
災
害
補

償
組
合
規
約
の
変
更
に
つ
い
て

・
福
井
県
自
治
会
館
組
合
を
組
織
す
る
地
方

公
共
団
体
の
数
の
減
少
に
つ
い
て

・
勝
山
市
税
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て

・
損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
勝
山
市
税
条
例
の
一
部
改
正
に
関
す
る
専

決
処
分
の
承
認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
勝
山
都
市
計
画
事
業
猪
野
瀬
土
地
区
画
整

理
事
業
施
行
条
例
の
廃
止
に
つ
い
て

・
勝
山
市
道
路
線
の
認
定
に
つ
い
て

・
勝
山
市
道
路
線
の
変
更
に
つ
い
て

・
勝
山
市
道
路
線
の
廃
止
に
つ
い
て

・
損
害
賠
償
の
額
を
定
め
る
専
決
処
分
の
承

認
を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て

・
福
井
県
市
町
村
交
通
災
害
共
済
組
合
規
約

の
変
更
に
つ
い
て

・
勝
山
・
上
志
比
衛
生
管
理
組
合
規
約
の
変

更
に
関
す
る
専
決
処
分
の
承
認
を
求
め
る

こ
と
に
つ
い
て

・
勝
山
市
議
会
会
議
規
則
の
一
部
改
正
に
つ

い
て

・
陳
情
書
（
深
谷
区
内
市
道
の
整
備
に
つ
い

て
）

・
食
料
・
農
業
・
農
村
政
策
に
関
す
る
陳
情
書

・
猿
・
猪
・
鹿
・
熊
な
ど
有
害
鳥
獣
対
策
に

関
す
る
陳
情
書

予
　
算

一
般
会
計
は
4
7
0
0
万
6
千
円
増
額
し

１
0
8
億
7
4
3
6
億
9
千
円
と
し
ま
し
た
。

特
別
会
計
、
企
業
会
計
の
補
正
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

補
正
の
お
も
な
内
容
は
次
の
と
お
り
で

家
庭
幼
児
教
育
の
相
談
に
応
じ
る

幼
児
教
育
担
当
職
員
の
資
質
向
上
を
支
援
す
る

な
ど
の
幼
児
教
育
支
援
事
業
費
を
含
む

6
月
補
正
予
算
な
ど
を
可
決

招集のあいさつをする山岸市長

6
月
定
例
市
議
会
が
6
月
9
日
か
ら
２３
日
ま
で
の
日
程
で
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

山
岸
市
長
は
、
招
集
の
あ
い
さ
つ
で
、「
団
塊
の
世
代
が
こ
れ
か
ら
定
年
を
迎
え
、
地
方

を
第
2
の
ふ
る
さ
と
と
し
て
選
択
す
る
と
い
う
ラ
イ
フ
ス
タ
イ
ル
に
意
識
が
高
ま
り
つ
つ
あ

る
中
、
こ
れ
ま
で
の
若
者
定
着
の
施
策
に
加
え
て
、『
あ
な
た
を
活
か
す
ふ
る
さ
と
づ
く
り
』

を
テ
ー
マ
に
、Ｕ
タ
ー
ン
・
Ｉ
タ
ー
ン
者
な
ど
の
定
住
促
進
に
つ
い
て
調
査
・
研
究
を
進
め
、

来
年
度
の
政
策
に
し
た
い
」
と
、
表
明
し
ま
し
た
。

定
例
会
で
決
ま
っ
た
内
容
は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

予
　
　
算

決
ま
っ
た
内
容

条
例
制
定
等

陳
　
情
　
書

・
食
料
・
農
業
・
農
村
政
策
に
関
す
る
意
見

書
に
つ
い
て

・
猿
・
猪
・
鹿
・
熊
な
ど
有
害
鳥
獣
対
策
に

関
す
る
意
見
書
に
つ
い
て

・
地
方
議
会
制
度
の
充
実
強
化
に
関
す
る
意

見
書
に
つ
い
て

・
地
方
六
団
体
改
革
案
の
早
期
実
現
に
関
す

る
意
見
書
に
つ
い
て

・
人
権
擁
護
委
員
の
推
薦
に
つ
き
意
見
を
求

め
る
こ
と
に
つ
い
て

意
　
見
　
書

委
員
の
選
任




